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「従業員不正と内部統制 
―米国債不正運用と内部統制」
早稲田大学商学学術院	教授　鳥　羽　至　英
○鳥羽　　おはようございます。最近 5 年間に、わが国の上場会社において、関係者を非常に悩
ませる不祥事件が会計・監査の分野で起こりました。現在の会計・監査が抱えている諸問題を考
察し議論するうえでは、できるだけ最新の企業会計に関する不祥事ケースを取り上げるのがベス
トとは思いますが、関係者の法的責任の問題も確定していない場合もあり、また場合によっては、
そこでの取り上げ方が訴訟等にも影響することも予想され、その意味で最新の会計・監査問題を
このようなシンポジュームで扱うことは非常に難しいのであります。
　そこで、今回の事例研究におきましては、一時代前の、つまり 1980 年代後半にわが国が謳歌
していた経済 ( バブル経済 ) が破綻する過程で噴出した、日本を代表する大企業─とりわけ銀
行と証券会社─における財産不正と不正な財務報告を取り上げ、いかなる不正が、どのような
スキームでなされていたのか、これらの不祥事が会計・監査のみならず企業経営にいかなる影響
を与えたのか、さらに、これらの大企業の財務諸表監査にはいかなる問題があったのか等々につ
いて再度見直し、そこからいかなることを学ぶべきであるかを検討することは、現在においても
意義のあることと考え、今回のアカデミック・フォーラムを企画いたしました。
　既にご紹介がありましたように、今回のアカデミック・フォーラムにおきましては、
　①従業員による巨額な財産不正があった大和銀行のケース、
　②適用された会計基準が問題となった銀行の経営破綻について日本長期信用銀行のケース、
　③外部の金融機関を取り込んで粉飾決算のスキームを準備し、ある意味では財務諸表監査の限
　　界ともいえる山一證券のケース
　をまず取り上げます。そのあとで、以上の企業の会計不祥事につきましては、法律学者からの
分析と総括をお願いすることになっております。そしてこのアカデミック・フォーラムの締めく
くりとして、A.	Rashad	Abdel-Khalik 教授（University	of	Illinois）からエンロン事件を取り上げ
ていただき、これまであまり紹介されていないこの事件の一面についてのご紹介と分析をいただ
くことになっております。それでは、私が担当します大和銀行の問題からお話をさせていただき
たいと思います。
　大和銀行事件を生み出した当時のわが国の金融業界
　年配の方にはお馴染みの言葉と思いますが、1980 年代のアメリカ経済を象徴的に表現するも
のとして、「双子の赤字」という言葉がよく使われました。この赤字は当時のアメリカ経済を非
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常に悩ませました。とりわけ日本からの輸入 ( 日本からいいますと対米輸出 ) が膨大で、そのた
めに為替の問題が両国にとって大きな政治問題となっておりました。1985 年にニューヨークの
プラザホテルで、Ｇ 5 を中心にした会議が開かれました。そこで円高 ( ドル安 ) に誘導する大き
な為替の調整が行われました。わが国では 1987 年頃からさまざまな会計不祥事が起こったので
すが、その引き金になったのがプラザ合意でありました。このプラザ合意の影響を受けて、わが
国の企業とりわけ銀行と証券会社が渦の中に巻き込まれていったのであります。
　もう 1 つ社会的な背景がありました。当時の大蔵省行政においては、銀行業と証券業とが非常
に厳しく分離されていました。「銀行は証券業務を、反対に証券会社は銀行業務をやってはいけ
ない」と、いわゆる金融業務と証券業務との間には垣根が設けられ、行政の指導のもと、両業務
の分離が徹底されていました。しかし、1980 年代になりまして、国外の場合に限って証券と金
融の分離をしない、つまり双方の業務を行えるように、わが国の行政が変わってきました。そこ
で、日本の大銀行は外国に支店を設けて、そこで証券業務を行うようになっていきました。今回
取り上げる大和銀行もそのような銀行の１つでありました。
　図表 1 で示されているように、1982 年に第一勧銀シンガポール支店、それから 84 年には富士
銀行ニューヨーク支店で不祥事が発生しました。国際業務をあまり経験していない、特に証券業
務に関して業務上のノウハウをもっていない銀行が、非常に甘いリスク管理体制のもとで進出し
ていったわけであります。海外進出を目指した銀行の中で最も大きな問題を起こしたのが、1995
年にニューヨークで起こりました大和銀行事件─現地従業員による米国債の不正運用よる巨額
損失事件─でありました。
図表１　わが国における 1980 年代後半〜 1990 年代前半における金融取引の損失例
	　図表 1 を見ていただきますと、今回取り上げます大和銀行ニューヨーク支店問題が起こる前
の 1987 年に、大和銀行の子会社でありますダイワ・バンク・トラストで同じような米国債の問
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題が起こっています。金額的には 9700 万ドルの米国債投資損失でありましたが、この損失処理
を先延ばししていきました。もし 1987 年の段階で大和銀行が適切な処理と業務改革をしていれ
ば、1995 年の大和銀行ニューヨーク支店の問題は防げたかもしれません。しかし、当時の同行
の経営者は、投資損失問題をひた隠しにして、外部に分からないような処理をしたのであります。
ドル円を円高に誘導させるプラザ合意によって、為替問題が日本企業の経営を直撃しました。影
響を受けた日本企業のなかには非上場会社もありましたが、タテホ化学、昭和シェル石油、日
本酸素といった上場会社も巻き込まれました。図表 2 はダイワ・バンク・トラストが 1987 年に
9700 万ドルの損失を計上し、そのあとの 1995 年 7 月に大和銀行ニューヨーク支店の一従業員が
大和銀行の頭取に書簡（以下「告白文」）を送り、巨額の米国債運用損を抱えている事実を告白
したわけであります。大和銀行がこの事実を公表したのは、それから 2 か月後であったため、当
局への報告を含め開示のあり方が大きな社会問題となりました。
図表２　大和銀行の巨額損失事件の経緯
	
	
　先ほど言及いたしましたダワ・バンク・トラストの損失処理については、1994 年に最終処理
を終え、大和銀行経営陣としてはようやく肩の荷を下ろすことができたのですが、1995 年にさ
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らに追い打ちをかけるような巨額の含み損問題に直面したわけであります。大和銀行は、この重
大な問題をアメリカの財務当局に迅速に報告していなかったこと等が問題となり、アメリカの金
融市場から追放されるという事態になったわけです。
　
　米国国債取引の仕組みと内部統制
　米国国債取引の仕組みというのはどういう仕組みで行われるものなのでしょうか。5 営業日ご
とに決済が求められ、利益が出れば、バンカーズ・トラストの口座に振り込まれ、もし損失が出
れば、それを埋め合わせるための資金が振り込まれるというものであります ( 図表 3)。
図表３　米国債取引の仕組み
	
　この米国債取引の仕組みに対してどのような内部統制上が必要であるかというと、売買取引ご
とに会計帳簿につけ、そして個別取引ごとに決済をする。これが大前提であります。図表 4 をご
覧ください。
図表４　米国債取引管理の原則—統制活動—
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　誰が、いつ、何を、どれだけの量を売ったのか買ったのか、そしてどのように決済したのかを
明確にトレースできるように、個別取引ベースで管理する。これが内部統制の鉄則であります。
しかし、この内部統制の基本が当時のニューヨーク支店においては遵守されていなかったのであ
ります。
　先ほど申し上げましたように、銀行業務と証券業務の分離が海外においては緩和され、大和銀
行はこれを受けて直ちに、海外における新しい業務を開始した。今から考えれば、内部統制が十
分に整備されず、また適切に運用されていない状況のもとで、営業を中心にした海外の業務展開
は無謀でありました。今回の米国債運用巨額損失事件は、管理体制が十分に整わないもとでの海
外進出を図った大和銀行経営陣の経営判断のまずさの結果でありました。
　証券売買に対する個別管理という内部統制上の大原則の他に、もう 1 つ重要な内部統制上の要
諦があります。それは、「現物の管理」と「帳簿の管理」は別の者がそれぞれ担当し、相互にけ
ん制する必要があるという点であります。これも、内部統制あるいは内部牽制上の鉄則です。し
かし、この原則も徹底されていませんでした。
　大和銀行ニューヨーク支店は大和銀行国際部の監督下にありました。当時、大和銀行内部では
国内派と国際派の主導権争いがあり、同行のコーポレート・ガバナンスの状況が複雑であったこ
とが新聞や雑誌等に紹介されていました。管理体制がそろわないままで海外進出を断行した背景
には、そのような社内の状況が関係していたかもしれません。それはともかく、大和銀行ニュー
ヨーク支店は海外の証券会社 30 社以上と取引をしていました。また、有価証券の現物を保管す
る銀行も登場しました。このニューヨーク支店において、先ほど言及しました「告白文」を銀行
頭取に送りつけた不正の実行者は、ニューヨーク支店内の内部統制の重大な弱点につけ込み、長
年にわたって米国債の売買をほとんど一人で担当していました。
　不正の構図
　図表 5 をご覧ください。先ほど説明しました内部牽制上の原理を考えますと、図表に示されて
いる証券売買取引を会計帳簿に正しく記帳するという意味での取引管理が A、当該取引に伴っ
て生ずる証券そのものに対する現物管理が B としますと、A と B の両機能を担当する人間が組
織上別であること─会計機能と資産管理機能の分離─によって、それぞれの業務が相互にチ
ェックされることになります。
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図表５　本来の米国債取引の構図
	
　不正実行者は証券会社に対して売買の注文をします。報道あるいは『告白』によりますと、11
年間で約 3 万回以上の取引が証券会社 30 社との間で行われていました。証券会社は独立した証
券保管銀行に現物を預けることになります。一方、証券会社は当該証券売買取引の確認書を当該
証券取引事務管理会社 ( 大和銀行のニューヨーク支店のA氏 ) に送ることになります。一方、証
券の現物を管理している証券保管銀行は、預かっている証券現物の残高についての証明書を事務
管理会社（現物管理責任者）に提出します。これによって、当該取引を事務管理する会計機能と
証券現物の保全管理機能が独立して働き、この間でチェックがなされることになります。この内
部牽制の仕組みが確保されていれば、今回の不正事件は防げたということになります。図表 5 は
業務に対する内部統制が効いている状況を示しています。
　しかし、実際はこの図ではなかったわけです。実際の書類の流れをいいますと、証券会社から
取引確認書が事務管理担当者ではなく、不正実行者に直接提出されています。この不正実行者は
当時のニューヨーク支店ではそれなりの立場にあり、実務経験も長いことから、証券会社との間
で取引確認書を直接自分に送るように交渉していました。また同様に、残高証明書についても有
価証券保管銀行に対して直接自分に送るように連絡していました。つまり、会計管理に必要な書
類と現物管理に必要な書類が不正実行者に集まってしまうという構図が、当時のニューヨーク支
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店ではまかり通っていたわけです。不正実行者は A と B の書類を隠匿し、あとは不正の発覚を
防ぐために、証券売買取引を行いながら不正な工作を継続するという経過をたどったわけです。
もちろん、本来の事務管理担当者は取引確認書を、現物管理担当者は残高証明書を必要とします
ので、不正実行者はこれらの書類（ＡとＢ）を偽造して、あたかも現物残高が実在しているかの
ごとく繕ったわけです。ここで先ほどの内部統制上の原則は踏みにじられ、不正の構図が完成し
たことになります。図表 6 は、不正の構図を示しています。
図表６　米国債の不正取引の構図
	
　不正発覚に失敗した背景
　どうして従業員単独によるこの巨額な不正が長期にわたって検出されなかったのでありましょ
うか。当時のニューヨーク支店については、大和銀行本店検査部、大蔵省、日銀、ニューヨーク
連銀、そして大和銀行の財務諸表監査に従事していた監査法人が、それぞれの目的に従って検査
または監査を行っていました。しかし、いずれの検査・監査でも、検出することに失敗しました。
図表 7 はその理由を要約したものです。
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図表７　銀行の不正が１０年以上の長期にわたって検出されなかった背景
	
	
　結論を言えば、いずれの検査も、書類と書類の照合のみに終わっていたからであります。本事
件を扱った文献や資料によりますと、訂正の方法や検印があるかどうかという形式的なチェック
がほとんどで、実質的なチェックはほとんど行われていませんでした。言い換えれば、性善説に
立った表面的なチェックだったのです。また、大蔵省検査において、現物管理と帳簿管理が分離
されていないことを指摘し、業務改善命令が出されていましたが、これは事実上無視され、業務
の改善は行われていませんでした。一方、日銀検査では、資産査定が中心で、今回の不正の構図
から見れば、別な視点での検査でありました。つまり、大蔵省や本店検査部の監査それから日銀
監査においても、この不正の検出に繋がる手がかりには達していなかったわけです。ニューヨー
ク連銀の検査においても、業務の未分離が指摘されたのですが、実際にはそのまま放置されてい
ました。監査法人監査においても書類と書類の突き合わせが中心の監査で、いわゆる現物をチェ
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ックする監査は行われていませんでした。現物との照合を欠いた検査のやり方あるいは監査のや
り方に問題があったことは確かですが、内部牽制上分離しなければならない業務がそのまま放置
されているという内部統制上の重大な弱点が検査を通じて指摘されていたにもかかわらず放置さ
れていたこと、これはまさに経営者の責任と言わざるを得ません。
　さらに、現在の内部統制の理論の観点からも、当時のニューヨーク支店管理や業務管理につい
ていろいろな問題が指摘されています。大和銀行が急速に営業の国際化を始めたために、英語能
力のない支店長の赴任、現地で採用された日本人に対するチェック不足といった人的資源上の問
題も指摘されております。また業務管理において、リスクの評価が全く行われていなかったこと
も指摘されています。内部統制の重要な構成要素である統制環境が脆弱であったこと、さらに同
行の内部監査がほとんど形式的なチェックに終始していたこと等、同行の内部統制全体が有効に
機能していなかったことが、結果として、今回の大事件を引き起こしたと考えられます。図表8は、
当時の大和銀行の内部統制が十分に整備・運用されていなかった状況を、内部統制の構成要素 3
つ─統制環境・リスクの評価・監視活動─との関係で示したものであります。
図表８　脆弱な統制環境、不十分なリスク評価と監視活動
	
　図表 9 は、当時のニューヨーク支店における業務実態と、それに対する当局の検査および本店
検査部の内部監査の実態とのかい離の状況を①取引決済、②取引確認書、および③記録と現物の
照合についてまとめたものであります。すでに言及しましたように、検査も監査も基本的には「記
録と記録の照合」に終始し、現物とのチェックが行われていなかったことが、これらの検査や監
査が十分に機能しなかった大きな原因でありました。
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図表９　大和銀行 (NY 支店 ) における業務実態と当局の検査・内部監査
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　会計監査人に対する法的責任
　今回の不正事件は従業員不正であり、財務諸表監査に従事していた監査人 ( 公認会計士 ) の責
任部分は小さいのですが、それでも、当時の同行の監査役会は担当監査人に対する法的責任の追
及を検討していたようです。このあたりの状況を、当時の監査役の寺田一彦氏が生々しく書いて
おります。これは、同行株主から監査役会に対して取締役と会計監査人への損害賠償請求訴訟が
あったこと ( 資料 1 を参照 ) に対応したものであります。結論としては、会計監査人に対する損
害賠償責任訴訟は見送られました。そのあたりの簡単な事情は資料 2 に示されております。
資料１
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資料２　監査法人の責任の検証
	
　結びに代えて─コーポレート・ガバナンスとその後の企業改革
　今回の事件は日本の大手銀行の海外支店の一従業員による不正でありましたが、この事件が社
会的に大きく報道されたのは、同行のコーポレート・ガバナンスがあまりにも脆弱であったこと
も関係しています内部統制の重要性に対する認識が欠けていたこと、法令順守に対する意識が欠
けていたことなど、当時の経営者が負うべき責任は重大であるにもかかわらず、取締役退任後も
同行の顧問に就任し、同行との関係をつづけました。当時の企業においては、全体の傾向として、
コーポレート・ガバナンスに対する理解は薄く、事件の重大さにもかかわらず、その改革は遅々
としたものでありました。また、大手銀行における内部統制の重大な弱点が従業員による巨額な
投資損失を許したにもかかわらず、当時の銀行行政の大目付である大蔵省、財務諸表の信頼性を
下支えする内部統制の評価に、財務諸表監査との関係において大きなかかわりと責任を有する公
認会計士監査の総目付である日本公認会計士協会、内部統制の整備・運用に関する取締役の職務
の執行に大きく関与する監査役の全国組織である日本監査役協会、そして内部統制に学問的な関
わりを有する学会 ( とりわけ日本会計研究学会 ) のいずれも、内部統制を取り上げ、それぞれの
立場でその重要性を認識し、内部統制の強化に向けての取り組みを積極的に模索する、というと
ころまでは達しませんでした。
　ただ、司法の分野では、内部統制に関する重要な展開がありました。内部統制を整備し適切に
運用することは経営の問題─すなわち取締役の職務の執行の問題─であること、取締役は業
務にかかるリスク管理を取締役の職務の執行として行うこと、監査役は取締役が行ったリスク管
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理の状況を評価するとともに、取締役が「善管注意義務」を行使してその職務の執行状況を監査
することを明らかにした 2 つの法的決定が出たことであります ( 資料 3 を参照ください )。この 2
つの法的決定は、その後のわが国の企業社会における内部統制のあり方に関して、関係者に大き
な意識の変革を求めることとなりました。しかし、会社法において内部統制に関する規定そして
金融商品取引法 ( 証券取引法 ) において財務報告に係る内部統制の規定が入ったのは、相当先で
ありました。これだけ社会的に大きな影響を与えた事件があっても、大和銀行事件だけでは、日
本の内部統制にかかる環境あるいは経営の状況は変わることはありませんでした。
資料３
	
	
　内部統制という重要な経営問題が会計・監査との関係において正面から真剣に取り上げら
れるようになったのは、アメリカで起きた大企業の会計不祥事─ Enron	事件　(2001) と
WorldCom	事件 (2002) の反省から急遽制定された Sarbanes-Oxley’s	Act	of	2002 からでありま
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した。大企業の会計不祥事をうけて、それを許した環境と直接的な原因を徹底的に分析し、それ
を基礎にして同種の不祥事の再発を防ぐための企業社会の改革に着手したアメリカの社会風土
と、不祥事に関係した関係者の法的責任の追及に関心が向けられ、企業不祥事そのものについて
の分析が十分になされないまま制度改正でもって幕引きとした日本の社会風土との間には、現在
においても埋めがたい溝があるように思われます。東芝会計不祥事は、いったい、何を日本の企
業社会に残すのでありましょうか。ご清聴ありがとうございました。	
―20―
